
【案】 

令和８年  月  日  

 

小竹町長  井 上 頼 子  様 

 

小竹町水道事業運営審議会 

会長  依 田 浩 敏    

 

小竹町水道事業の今後の経営及び運営について（答申） 

 

令和７年７月３日付け７小水第１６６号で諮問のあった標記の件について審

議した結果、当審議会の意見をとりまとめましたのでここに答申します。 

 

記 

 

はじめに 
 

  水道事業は、人口減少に伴う水需要の低下が予想されるなか、保有施設の老

朽化の進行や、耐震化への対応など、全国的にも多くの事業体が課題を抱える

状況にあります。 

  当審議会では、小竹町水道事業の今後の経営について諮問を受け、現状把握

や財政見通し等を踏まえ、経営健全化の観点から、慎重に審議を行いました。 

  特に、審議の柱となる料金水準については、財政状況に照らし、その適正性

に関し第２回審議会までに意見をとりまとめ、令和７年９月に「現行の料金水

準は適正であるとは言い難く、水道事業の持続的運営のためには、事業経営の

基盤強化が急務であり、水道料金の改定により収益改善を図ることは止むを

得ない」との中間答申を行いました。 

  その後、安全な水の安定的供給と持続的経営を担保し得る適正な料金水準

を中心に審議を重ね、その結論を得ましたのでここに答申するものです。 

 

  



答申「小竹町水道事業の今後の経営及び運営について」 
 

  小竹町水道事業は、創設以来、生活に欠かせないライフラインとして、安全

な水を安定的に供給するため、独立採算の原則に基づき、経営を継続すること

ができました。しかしながら、収益の８割以上を占める水道料金については、

住民生活に配慮しつつ、平成元年度の改定を最後に３６年間据え置かれてお

り、必要な経費を料金で賄えていない状況が続いています。特に、施設の老朽

化対策においては、収支に余力がないために必要な投資を控えざるを得ず、課

題の先送りとなっています。 

 

財政見通しによると、現行の料金水準では、令和８年度には資金が枯渇する

見込みであり、施設老朽化への対応が困難となるばかりか、安全な水の安定供

給そのものに支障が生じることが予見されます。 

 

今後の小竹町水道事業の経営及び運営にあたり、優先して取り組むべきこと

は目下の収支改善であり、料金水準の適正化により経営基盤の強化を図ること

は止むを得ない状況です。よって、次に掲げる経営目標のもと、必要な経営資

金を確保し、安定的な給水サービスの財政基盤確立に早急に取り組まれるよう

望みます。あわせて、今後の給水量や資金状況等の動向を捉えながら、料金改

定を含む経営見直しを定期的かつ継続的に実施されるよう求めるものです。 

 

なお、経営に必要な料金水準については、これまで長く据え置かれたことに

より、算定上改定率が大きくなることから、住民生活への影響が過度のものと

ならないよう適切な配慮を求めることなどを附帯意見として添えています。 

 

 

１ 経営目標等 
 

  早急に収支改善と運転資金の確保を図る必要があり、次の２項目を料金算

定期間における目標値として定めます。なお、料金改定前後の財政シミュレー

ションを投資財政計画（別添）として示します。 

 ⑴ 料金回収率（給水に係る費用を給水収益で賄っている割合を示す指標） 

１００％以上を確保すること 

 ⑵ 資金残高 

年間給水収益総額以上を確保することとし、１億円を下限とする 

  



２ 水道料金改定案 

 ⑴ 算定方式 

日本水道協会「水道料金算定要領」による総括原価方式 
 

 ⑵ 料金算定期間 

５年（令和８年度～令和１２年度） 
 

 ⑶ 改定時期 

適切な周知準備期間を設け、令和８年１０月実施が適当と判断します。 
 

 ⑷ 料金水準 

料金算定期間における適正な料金水準として、平均改定率５３％の料金改

定が必要と判断されます。 
 

 ⑸ 料金体系 

  ① 基本的事項 

二部料金制（基本料金：用途別、従量料金：単一型）とします。 

  ② 基本料金・従量料金割合 

今後の使用水量の減少や施設の更新需要の増加を考慮し、経営安定化

を図るため、基本料金割合を高めます。 

  ③ 基本水量の設定 

使用実態を鑑み、３㎥を廃し１０㎥に統一します。 

  ④ 料金体系 

別添料金表（案）参照 

 

 

３ その他経営及び運営に資する取組 

 ⑴ 広域化や保有施設の規模適正化に関する検討 

   将来的な給水人口の減少が予想されることから、保有施設の規模適正化

や広域連携も含めた経営改革にも早急に取り組む必要があります。これら

を短期間で成し得ることは容易ではありませんが、幅広く、積極的に検討を

進めていただきたい。 

 

 ⑵ 計画的な施設整備、有利な財政制度の活用 

   今回の料金算定期間における財政計画では、経営状況を鑑み、保有施設の

更新投資を抑制しています。しかしながら、施設の老朽化が進行し漏水も多

く発生しており、有収率の低下を招いています。水を安定的に供給するため



には、適切に費用をかけて施設を維持管理する必要があることから、収益改

善により早急に費用を確保し、施設整備に着手されるよう望みます。水道事

業は料金をもって費用を賄う公営企業であることから、適用される補助金、

交付金や起債等の財政制度に限りがありますが、有利な制度の活用を模索

しながら、計画的に整備を進めていただきたい。 

 

 

附帯意見 

 ⑴ 町民生活への配慮  

   当審議会においては、諮問に基づき、小竹町の水道サービスの提供及び水

道事業の健全経営と持続化に主眼を置いた改定水準を答申していますが、

これまで定期的な改定を経ていないため、算定上、今回の改定率は高い水準

となることは避けられません。一方、審議においては、物価高騰局面にある

ことも踏まえ、町民生活への配慮が必要との見解は一致しているところで

す。よって、水道事業経営の健全性を確保した上で、町民負担に対し適切な

配慮を講じることについては、町としても十分検討されるよう求めます。 

 

 ⑵ 使用者への十分な周知広報 

   実質的な料金改定は、平成元年以降、実に３６年ぶりとなることから、水

道使用者に対し、その必要性と内容を十分説明する必要があります。使用者

が正しい理解を得ることができ、納得して料金を支払うことができるよう、

分かりやすさを重視した周知広報を尽くされるよう望みます。 

 

 ⑶ 不断の経営努力及び継続的な見直しの実施 

経営改善にあたっては、不断の経営努力とあわせ、定期的かつ継続的な見

直しが必要です。特に料金水準については、水道事業の安定した経営を検討

する上で適時適切な見直しが不可欠です。そのため、定期的に総括原価を算

定し、料金水準の適正性について継続的に検討されることを提言します。 

 

 

おわりに 

 水道事業は町民生活の根幹を支えるライフラインとしての役割を担い、「独立

採算の原則」と「利用者負担の原則」のもと、将来にわたり安定的に経営を継続

していくことが使命であると言えます。 

小竹町水道事業にあっては、これまで清浄な水の低廉供給に努めてきました



が、給水人口の減少を背景に非常に厳しい経営状況が続き、今後の事業遂行が困

難な状況となっています。 

当審議会では、この機を逸しては経営改善はさらに困難となり、水の供給に安

定性を欠くと判断したことから、これ以上課題の先送りはせず、上記の料金改定

が必要であるとの答申を行うに至りました。 

今後、社会情勢や経営環境が想定以上に変化することも考えられることから、

経営分析と見直しを重ね、持続可能な水道事業の経営を目指していただくこと

を望みます。 

 

  



【別表】水道料金表 

 

● 水道料金表（現行） 

 

種別 
基本料金（１か月について） 超過料金 

（1㎥につき） 水量 料金 

家庭専用 

及び共用 

使用水量 4 ㎥未満 640 円  

使用水量 4 ㎥以上 10 ㎥以下 1,300 円 230 円 

官公署用 使用水量 20 ㎥まで 3,600 円 300 円 

工場用 使用水量 50 ㎥まで 10,700 円 
300 円 

（ただし、使用水量 300 ㎥
以下の場合は 250 円） 

一時用 使用水量 10 ㎥まで 3,940 円 500 円 

分水 使用水量 1 ㎥まで 300 円 300 円 

その他 使用水量 10 ㎥まで 1,440 円 300 円 

 

 

● 水道料金表（答申） 

 

種別 
基本料金（１か月について） 超過料金 

（1㎥につき） 水量 料金 

家庭専用 

及び共用 
使用水量 10 ㎥まで 2,300 円 

20 ㎥まで 265 円 

21 ㎥以降 300 円 

官公署用 使用水量 20 ㎥まで 5,600 円 460 円 

工場用 使用水量 50 ㎥まで 20,000 円 
300 円 

（ただし、使用水量 300 ㎥
以下の場合は 250 円） 

一時用 使用水量 10 ㎥まで 6,000 円 700 円 

分水 使用水量 1 ㎥まで 460 円 460 円 

その他 使用水量 10 ㎥まで 2,250 円 460 円 

 

 


